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解 　 　 説特集：建設工事の安全管理

労働災害・事故事例から学ぶ建設業の安全対策
本山　謙治＊

1．は じ め に

平成 28年，建設業の労働災害による死亡者数が史上初
めて 300人を割り，294人となった。その後再び増加し平
成 30年は 309人となったが，この 309人という数値は，
ピークであった昭和 36年の 2 652人と比べると約 1/9であ
る。この間，建設業では，さまざまな労働災害防止活動を
積極的かつ継続して行い，その結果としての労働災害の減
少である。とはいえ，309人という数値は，毎就業日に一名
以上の労働者の方達が亡くなっていることを示しており，
産業別にみると，建設業のこの数値は全産業の 34.0％を占
め，もっとも多い。建設業の就業者数が 501万人で全産業
の 7.5 %であることを鑑みると，この割合は明らかに高く
一般国民に建設業は危ないと思われる所以となっている。
また，昭和 36年から平成 30年までの 58年間における
建設業の死亡者総数は 69 658人にもおよび，その経済的
損失も計り知れないものがある。
建設業では，この過去の膨大な負の遺産からさまざまな
再発防止対策を学び，個別具体的な労働災害防止対策を構
築し，実践している。本稿では，こうした災害事例から導
き出される具体的な安全対策について解説する。

2．災害発生状況の確認

平成 30年の労働災害の発生状況をみると，図 - 1のよ

うに休業 4日以上の死傷者数では製造業より 9.8ポイント
低いにもかかわらず死亡者数だけを見ると図 - 2のよう
に逆に 13.9ポイントも高くなっている。また，全産業と
の比較においても，死亡者と休業 4日以上の死傷者数との
比率が，全産業では 1：140に対し，建設業では 1：90と死
亡災害発生割合が著しく高いことが特徴的である。
この理由の詳細は後述するが，高所作業等危険作業のあ
る建設現場は重篤災害を発生させやすい災害ポテンシャル
の高い職場であることは指摘できる。

建設業の労働災害による死亡者数は，平成 30年は 309人となったが，これはピークであった昭和 36年の約 1/9である。こ
の間，建設業では，さまざまな労働災害防止活動を行い，その結果としての減少である。とはいえ，309人という数値は，全
産業の 34.0 %を占め，建設業の就業者数が 501万人で全産業の 7.5 %であることを鑑みると，この割合は明らかに高く一般国
民に建設業は危ないと思われる所以となっている。また，昭和 36年から平成 30年までの 58年間における建設業の死亡者総
数は 69 658人にも及んでいるが，建設業では，この過去の膨大な負の遺産からさまざまな再発防止対策を学び，実践してい 
る。本稿では，こうした災害事例から導き出される安全対策について解説する。とりわけ，建設業の三大災害といわれる墜落・
転落災害，建設機械・クレーン等災害および倒壊・崩壊災害の具体的災害事例を示し，原因と対策を検討する。さらに災害防
止の観点からリスクアセスメントの必要性について言及する。

キーワード：建設業，労働災害，三大災害，再発防止対策

図 - 1　業種別休業 4日以上の死傷災害発生状況
（平成 30年）1）

図 - 2　業種別死亡災害発生状況（平成 30年）1）
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第三次産業
243人

（26.7％）

死亡者数
909人



34 プレストレストコンクリート

特集 /解説

3．建設業における死亡災害の分析

建設業における死亡労働災害の発生状況を分析すると，
図 - 3のとおり，墜落・転落によるものがもっとも多く
44.0 %を占めている。全産業平均が 28.2 %，製造業では
15.9%であることと比べるときわめて高く建設業の特徴的
な災害発生状況となっている。

また，墜落・転落災害を含む事故の型と起因物を組み合
せた建設業の三大災害といわれる死亡災害の発生状況は，
図 - 4のとおり，全体の約 8割を占めており，建設業の
安全対策を考える際にはこの三大災害の対策は避けて通れ
ない課題である。

三大災害の内容を詳しく見ると図 - 5から図 - 7のと
おりであり，その代表的なものとして，①「屋根，はり，
もや等」および「足場」からの墜落・転落災害，②掘削機

械からその他の建設機械等までの「建設機械」，「トラック」
および「移動式クレーン」による災害，③「地山，岩石」
および「建築物，構造物」の倒壊・崩壊災害があげられる。
そこで，こうした建設業の特徴的な三大災害を中心に実
際の災害事例からその発生状況と再発防止対策を見ていく
こととする。

4．災害事例から見た原因と対策

4.1　墜落・転落災害

⑴　災害の発生状況
マンションの大規模修繕工事現場にて足場の解体作業
中，解体した足場の受け渡し役をしていた被災者は，足場
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掘削用機械 3人（2.2％）
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通路 3人（2.2％） その他 9人（6.6％）
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図 - 3　建設業における死亡災害の型別割合
（平成 30年）1）

図 - 5　墜落・転落による死亡災害の発生状況 1）

図 - 4　三大災害の発生状況（平成 30年）

●「墜落・転落災害，建設機械・クレーン等災害，倒壊・崩壊災害」（三大災害）
　　　●墜落・転落災害　　　　　　　　136人（44.0 %）
　　　●建設機械・クレーン等災害　　　107人（34.6 %）
　　　●倒壊・崩壊災害　　　　　　　　 23人（ 7.4 %）

※上記の「三大災害」は，「令和元年度 全国安全週間実施要領」3）の
「5  建設業における死亡災害発生状況（起因物・事故の型）」より作
成している。「墜落・転落災害」と「倒壊・崩壊災害」の件数は事故
の型別での分類であるが，「建設機械・クレーン等災害」の件数は起
因物による分類であるため，平成 30年のデータには 16人の「墜落・
転落災害」の件数が重複計上されている。
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トラック
23人

（21.5％）

乗用車，
バス，バイク

16人
（15.0％）

死亡者数
107人

荷姿の物 1人（4.3％）

足場 1人（4.3％）
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 1人（4.3％）

機械装置 1人（4.3％）
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図 - 6　建設機械・クレーン等による死亡災害の発生状況1）

図 - 7　倒壊・崩壊による死亡災害の発生状況 1）

図 - 8　墜落災害事例 1）
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を移動した際，足場から地上に転落した（図 - 8）。足場上
には親綱の中継点があり，2丁掛け安全帯を掛け替える必
要があったが行われなかった。作業場所は夕方で暗かった。
⑵　考えられる原因

1）2丁掛けの安全帯が適切に使用されていなかった。
2） 日没を迎え，作業現場が暗くなり始めていたが，作業
を続けた。

3） 専任の監視員が不在で，作業主任者は自ら作業を行い
ながら監視業務もしていた。
⑶　対　　　策

1） 2丁掛け安全帯の適切な使用方法について，教育を徹
底する。

2） 手元・足元が確実に見える照度を確保できるよう，照
明設備を設ける。

3） 専任の監視員をおくことが困難な場合は，副担当とな
るべき人員を複数選任し，監視作業を分担して行う。
4.2　建設機械・クレーン等災害

⑴　災害の発生状況
下水処理場工事で，沈殿槽の埋め戻し作業をドラグショ
ベルを使用して行っていた。ドラグショベルが後進した際，
後ろで作業していた作業員が轢かれた（図 - 9）。
⑵　考えられる原因

1） ドラグショベルの運転手がエンジン始動前に周囲の安
全確認を怠った。

2） 誘導員は専任ではなく，他職を兼務していたため，立
入禁止措置を行わなかった。

3） 被災者はドラグショベルに背を向け，ビニールシート
の巻取り作業をしていた。
⑶　対　　　策

1） 運転者はエンジン始動前に周囲の状況の確認を必ず行
う。

2） 作業者と接触するおそれのある場合は，誘導員を専任と
し，立入禁止措置などを行う。

3） 重機の危険性を周辺作業員に認識させるため，安全な
状態でエンジンを切り，運転席に乗せ死角の広さを確
認させるなどの危険体験教育を実施する。

4） 止むを得ず重機可動範囲に立ち入る場合は，グーパー 
（手による合図）などにより運転手に周知させる。

4.3　倒壊・崩壊災害

⑴　災害の発生状況
汚水管を埋設するためにドラグショベルで掘削（幅 0.85  

m，長さ 3 m，深さ 1.85 m）後，被災者は，掘削溝内に入
り鋼矢板を支え，土中に 20 cmバケットで押し込み設置し
ていた。その時，後方の土砂が崩壊し，土砂の塊（0.5 m3）
が被災者の頭部を直撃し埋まった（図 - 10）。
⑵　考えられる原因

1） 状況を確認せずに不安定な地層の掘削溝内に立ち入っ
た。

2） 地山の掘削および土止め支保工作業主任者は，経験だ
けに基づいて安易に判断した（作業方法の変更などの
検討が不足していた）。

3） 土止め支保工設置などの手順が定められていなかった。
4） 土質条件に適合した施工（順序，鋼矢板の打設方法，
根入れ長）が確保されていなかった。
⑶　対　　　策

1） 掘削構内に立ち入る場合は土止め支保工設置後とする
ことを徹底する。

2） 地山の状態を調査し，これに基づいた作業計画を立て
て作業を行う。

3） 溝掘削作業を行うときは，土止め先行工法により工事
を実施する。

5．三大災害に対する具体的労働災害防止対策

前記において，実際に発生した建設現場の災害からその
原因と対策を見てきたが，こうした事例から学んだ建設業
の具体的作業における労働災害防止対策の一部を図 - 11
～ 13の図解で紹介する。

図 - 9　建設機械災害事例 1）

図 - 10　土砂崩壊災害事例 2）
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●掘削面のこう配の基準

地山の種類 掘削面の高さ 掘削面の
こう配（以下）

①岩盤又は堅い粘土
　からなる地山

5 m未満 90度
5 m以上 75度

②その他の地山
2 m未満 90度

2 m以上 5 m未満 75度
5 m以上 60度

③砂からなる地山 掘削面のこう配 35度以下
又は高さ 5 m未満

④発破等で崩壊しや
　すい状態の地山

掘削面のこう配 45度以下
又は高さ 2 m未満

6．お わ り に

これまで個別具体的な災害事例と作業ごとの災害防止対
策を見てきたが，現実の建設現場では，これらの作業は輻
輳しており，時々刻々と作業環境は変化している。同一環
境で同一作業を継続反復することはほとんどないのが建設
業の特徴であり，一旦定めた作業手順書をそのまま他現場
に適用することは適切ではない。このため，現場ごと，作
業ごとに作業手順を定める必要があり，その際，前述の災
害事例や具体的災害防止対策を参考に労働災害の発生原因
となる危険性や有害性などを工事の計画段階や施工段階で
洗い出し，その対応を事前に検討する必要がある。
すなわち，建設業の安全性を確保するには，後追い的で
画一的な作業手順ではなく，潜在する労働災害の発生原因
となるリスクを洗い出し，リスク評価を行い，リスク低減
措置を施すリスクアセスメントを確実に実施したうえで作
業手順を定めることが肝要である。
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●作業手順を定め，
　これに基づき作業を行う。

●作業開始前に，作業
　箇所の交さ筋かい，さん，
　幅木手すりなどの足場用
　墜落防止設備を点検する。

●足場と躯体との
　すき間は墜落の
　危険のある場合，
　安全ネットなど
　で養生する。

●昇降設備を必ず
　使用する。

●最大積載荷重を
　表示し順守する。

●強風，大雨，大雪等の悪天候の後，中震（震度 4）以上の地震の後または足場の組立て，一部
　解体，変更の後，足場における作業の開始前に作業箇所の足場用墜落防止設備を点検する。
●異常があるときは直ちに補修，修理する。

●許可された場合以外は交さ筋
　かいなどの取り外しは禁止する。

●作業の必要上やむを得ず，交さ筋
　かい，中桟などを取り外したとき
　は，作業終了後は直ちに復旧する。

●足場上は整理
　整頓する。

＜運転者＞
●作業前にブレーキ，クラッチ等の点検を行う。
●主たる用途（掘削）以外の使用をしない。
●安全装置を有効な状態で使用する。
●誘導者の配置と合図の確認を行う。
●レバーに衣服がひっかからないよう，服装を整
　える。
●運転席から離れるときは，バケット等の作業
　装置を地上におろし，エンジンを止めブレーキ
　をかけ（油圧レバー中立），キーを取り外し，
　保管する。

●作業計画を定め，これに
　基づき作業を行う。

●転落の危険がある
　路肩では，誘導員
　を配慮する。

●運行経路，路肩，
　傾斜地などで転落・
　転倒の危険がある
　ときは，路肩，地盤
　の補強，幅員の確
　保などを行う。
　また，路肩，傾斜地
　などの運転は誘導
　者を配置する。

●接近する時は，定められた合図を励行する。
　（グーパー運動の励行）

●運行経路，路肩，傾斜地等で飛来・落下物の
　危険があるときは，柵などを設置し，運転者以
　外の立入を禁止するかまたは誘導者を配置する。

●誘導なしではバックしない。

●後進時には
　後方確認する。 ＜誘導者＞

●機械の運転は，有資格者が行う。
　●機体重量 3 t以上―
　　　　　　　　技能講習修了者
　●機体重量 3 t未満―
　　　　　　　　特別教育修了者など

図 - 11　墜落・転落災害防止対策 1）

図 - 13　倒壊・崩壊災害防止対策 1）

図 - 12　建設機械・クレーン等災害防止対策 1）

小規模な溝掘削を伴う上下水道工事などでは，土止め先行工法により工事を実施する

●のり肩に残土などを置かない。 ●地山の状態を調査し，これに基づき
　作業計画をたてて作業を行う。

●降雨時にのり面を養生する。

●掘削，土止め支保工作業は作業主任者の
　直接指揮で行う。
（崩壊のおそれがある場合または深さ2 m以上
　の場合の掘削は，土止め支保工を設置）

●作業前に地山の浮石，
　亀裂などを点検する。

●すかし掘りは
　しない。

●安全なこう配を守り
　掘削する。


